
仕　様　書

　発注者は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）その他関係法令に基づき、消防用設備等保守点検業務（以下「業務」という。）を、受注者に次のとおり業務を委託する。
１　消防用設備等の種類は、別紙のとおりとする。
２　業務の内容は次のとおりとする。
(1) 消防法第１７条の３の３に基づく施設の消防用設備等の点検を行い、その結果を報告する。
	区　　　分
	点　検　項　目

	
	　作動点検、外観点検、機能点検、総合点検

	６か月点検
	　作動点検、外観点検、機能点検


(2) 前号の業務に付随して、次に掲げる部品等の取替え、充填及び調整を行う。
　　ア　保守用部品
　　　　電球、ヒューズ、ビス、ゴムパッキン、スイッチ、保護ガラス、保護タイヤ等
　　イ　詰替薬剤等
　　　　放射テスト用の泡もしくは粉末薬剤（ボンベを含む。）、封印
３　受注者は、消防用設備等の点検にあたり消防法に基づく有資格者を従事させることとし、あらかじめ発注者に対し、現場責任者及び従業員の氏名を報告するものとする。
４　受注者は、業務の実施にあたり事前に発注者と協議して業務の日時、作業方法等を決定するものとする。
５　受注者は、当該設備の故障等により発注者から連絡があったときは、直ちに従業員を派遣し、点検及び調整を行わなければならない。
６　発注者は、委託料として承諾書に定める契約金額を受注者に支払う。
７　前項の委託料は、業務完了後、受注者から請求のあった日から３０日以内に別表のとおり支払う。
８　受注者は、業務完了後、翌月の１０日までに所定の様式により報告書を提出し、発注者の確認を受けるものとする。

９　受注者は、業務を実施するにあたり施設が公共施設であることを認識して、適正に業務を履行しなければならない。
10　受注者は、労働関係諸法規を遵守して業務を履行するとともに、従業員に関する労働法規上の責任はすべて負わなければならない。
11　受注者は、この契約に基づく権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。
12　受注者は、委託業務の全部又は一部を第三者に行わせてはならない。
13　第11、12項の規定にかかわらず、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合は、権利又は義務の譲渡又は承継及び委託業務の一部を再委託することができる。
14　前項に規定する承諾を得ようとするときは、受注者は、あらかじめ受任者の名称、再委託する委託業務の内容、その他発注者が必要とする事項を書面により、発注者に通知しなければならない。

15　受注者は、その責めに帰すべき理由により、発注者に損害を与えたときは、発注者の認定に基づき、その損害を賠償しなければならない。
16　受注者が、前項に定める損害賠償をしないときは、発注者は、第６項の規定に基づき支払う委託料を損害賠償の全部又は一部に充当する。
17　受注者は、その責めに帰すべき理由により、第三者に損害を与えたときは、受注者の負担においてその損害を賠償しなければならない。
18　発注者は、次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。
⑴　発注者が、業務を直接行う必要が生じたとき。
⑵　受注者が、この契約に違反したとき。
⑶　受注者が、この契約を誠実に履行する見込みがないと発注者が認めたとき。
19　受注者は、前項第２号及び第３号の規定による契約の解除により損害を受けることがあっても、その損害の賠償を発注者に請求することはできない。
20　発注者が必要と認めるときは、受注者に対して業務の処理状況について調査し、又は報告を求めることができる。
21　この契約に関し、万一、発注者・受注者間に紛争が生じたときは、広島地方裁判所を第一審裁判所とすることを発注者及び受注者はあらかじめ合意する。
22　この契約に定めるもののほか、必要な事項については、発注者・受注者協議のうえ決定するものとする。
　別　紙
	設　備　名
	機　器　名
	数　量

	消火器
	小型　粉末　蓄圧式
	73本

	
	小型　粉末　ガス加圧式
	11本

	
	小型　機械泡　蓄圧式
	　3本

	
	小型　強化液　蓄圧式
	12本

	粉末消火設備
（移動式）
	粉末タンク
	30基

	
	加圧用窒素容器
	30本

	
	容器弁開放器（ガス圧式）
	1個

	
	薬剤
	１式

	
	ホースリール
	　 １式

	
	作動試験
	　 １式

	
	窒素ガス放出試験
	１式

	自動火災報知設備


	受信機　5/5Ｌ、2/3Ｌ、11/15Ｌ、1/5L
	4式

	
	差動式スポット型感知器
	134個

	
	定温式スポット型感知器
	13個

	
	煙感知器
	4個

	
	発信機
	19台

	
	地区音響装置
	19台

	
	常用電源
	4式

	
	非常電源
	4式

	非常警報設備


	操作装置
	7台

	
	起動用装置
	7台

	
	音響装置
	7台

	
	表示灯
	7台

	誘導灯
	誘導灯
	40台

	
	誘導標識
	１台


　別　紙
支 払 内 訳 書

１　発注者は、業務完了後、受注者の請求に基づき、委託料として次表のとおり受注者に支払う｡
２　委託料の支払の時期は、次のとおりとする。
　支払の時期　　　 受注者から請求のあった日から３０日以内

３　発注者は口座振込の方法により支払いを行う場合においては、請求金額から振込手数料を差引いて、受注者に支払うものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	支 払 金 額
	内　　訳

	平成26年度
	第１回
	
	前期分

	
	第２回
	
	後期分

	平成27年度
	第１回
	
	前期分

	
	第２回
	
	後期分

	平成
28年度
	第１回
	
	前期分

	
	第２回
	
	後期分

	平成
29年度
	第１回
	
	前期分

	
	第２回
	
	後期分












